
令和 ６ 年 ４ 月 １ 日 

 重要事項説明書  特定（介護予防）福祉用具販売  

 

（事業の目的） 

第 1条 

  鳥取医療器が開設する、福祉事業部（以下「福祉部」という）が行う特定福祉用具

販売事業（以下「事業」という）の適切な運営を確保する為に、人員及び保管運営に

関する事項を定め、福祉部の専門相談員が、要介護状態にある高齢者に対し、適切な

特定福祉用具販売サービスを提供することを目的とする。 

 

（事業所の概要） 

第 2条 

  1．名    称        鳥取医療器株式会社 福祉事業部 

  2．所 在 地        鳥取県鳥取市西品治８１５番地８ 

  3．事業所番号        3170100386 

  4．管理者名前        玉木 淳二 

  5．連 絡 先        TEL：0857-23-1741 FAX：0857-27-7082 

  6．ホームページ       https://t-iryoki.co.jp/ 

  7．サービス提供地域  鳥取県中部・東部、兵庫県北西部（但馬地域） 

 

（運営の方針） 

第 3条 

1．事業の実施にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場

に立ったサービスの提供に努めるものとする。 

2．福祉部の専門相談員は、利用者がその有する能力に応じ、自立した日常生活を営

むことができるよう、利用者の心身の状況・希望およびそのおかれている環境を

踏まえた適切な福祉用具の選定の援助・取付・調整等を行い福祉用具を販売する

ことにより利用者の日常生活の便宜を図り、その機能訓練に資するとともに、利

用者を介護するものの負担の軽減を図る。 

3．事業の実施にあたっては、地域との結び付きを重視し、市町村・他の居宅のサー

ビス事業者・その他の保険医療サービスを提供する者との連携に努めるものとす

る。 

 

（職員の職種・員数・及び職種内容） 

第 4条 

  福祉部に勤務する職員の職種・員数及び職務内容は、次の通りとする。 

  1．管理者    １名 

    管理者は、福祉部の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

  2．専門相談員  4名 

    専門相談員は、要介護者等の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自

立した日常生活を営むことができるよう、あるいは介護者等の負担の軽減に資

するよう、適切な福祉用具の選定を行う。 

  3．事務職員   １名（選定相談員兼務） 

    事務職員は、必要な事務を行う。 

 

https://t-iryoki.co.jp/


 

（福祉事業部の営業及び営業時間） 

第 5条 

  福祉部の営業日及び営業時間は、次の通りとする。 

  1．営業日   月曜日から土曜日までとする。 

（但し、8/13～8/15・12/30～1/3及び日曜・祝日を除く。土曜日は

ショールーム対応のみ） 

  2．営業時間  午前 8：30から午後 5：30までとする。 

          （但し、土曜日は 12：00までとする。） 

 

（福祉用具販売の提供方法、取り扱う種目及び利用料その他費用の額） 

第 6条 

  指定福祉用具販売の提供方法は、次の通りとする。 

  1．①福祉用具の販売の提供にあたっては、身体の状況に応じて使用方法の指導・

使用上の留意事項・故障時の対応などを使用者に適切に行う。 

    ②福祉用具の提供にあたっては、常に清潔、かつ安全で、正常な機能を有する

福祉用具の販売を行う。 

③提供する福祉用具の質の評価を行い、常に改善を図るものとする。 

2． 指定福祉用具の販売の提供にあたり、取り扱う種目は、厚生大臣が定める福祉

用具販売に関わる福祉用具の種目に基づいたカタログ掲載種目とする。 

〇腰掛便座 

〇自動排泄処理装置の交換可能部品 

〇入浴補助用具 

〇簡易浴槽 

〇移動用リフトの吊り具の部分 

〇排泄予測支援機器 

3． 一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制 

①選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、福祉用具貸与または特定福祉用

具販売のいずれかを利用者が選択できることについて、利用者等に対し、メリ

ットおよびデメリットを含め十分説明を行うとともに、利用者の選択に当たっ

て必要な情報を提供し、医師や専門職の意見、利用者の身体状況等を踏まえ、

提案を行います。 

②選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、特定福祉用具販売計画の作成後、

目標の達成状況を確認させていただきます。また、利用者等からの要請等に応

じて、販売した福祉用具の使用状況を確認し、必要な場合は、使用方法の指導、

修理等（メンテナンス）を行います。 

なおその際の費用については実費となります。 

4． 特定福祉用具販売計画の実施状況の把握 

特定福祉用具販売計画の作成後、６か月以内に当該特定福祉用具販売の実施状

況の把握（モニタリング）を実施し、福祉用具サービス計画の目標の達成状況

を確認いたします。 

なお、モニタリングの結果を記録した内容については、担当の指定居宅介護支

援事業者に報告いたします。 

5． 福祉用具販売を提供した場合の購入費は、当該福祉用具販売が法定代理受領サ

ービスである時は、その対象者の自己負担割合に応じた額とする。 

6． 通常の事業実施地域以外の地域で行う、特定福祉用具販売に要した交通費なら



びに搬出入費は、あらかじめ利用者またはその家族に対し事前に説明し、同意

を得て文書に記名捺印を受けるものとする。 

 

（故障時の対応） 

第 7条 

1． 利用者等から、販売した福祉用具の故障・不具合の連絡があったら、丁寧にお

詫びして故障内容等を具体的に聞き、迅速に修理・調整をする。 

2． 修理が自社で対応できない場合には、メーカーの支援を得るなり、代品を納入

するなど利用者が支障をきたさないようにする。 

3． 福祉用具が保障期間内は無償で処理を行うが、保障期間を過ぎたもの及び他社

からの購入品については実費を請求する。 

4． 故障の修理が完了した福祉用具は、修理の内容を記録して保管する。 

 

（衛生管理等） 

第 8条 

  すべての従業者は定期的に健康診断を行い、健康管理、清潔の保持に努める。 

  また、事業所の設備、備品等を清潔にし、衛生管理に留意します。 

 

（秘密の保持） 

第 9条 

1． 事業所は、利用者または第三者の生命・身体等に危険がある場合（大規模災害

等の緊急時）など正当な理由がない限り、その業務上知り得た利用者およびそ

の後見人または家族の秘密を漏らしません。 

2． 事業所およびその従業員は、サービス担当者会議等において、利用者およびそ

の後見人又は家族に関する個人情報を用いる必要がある場合には、使用目的等

を説明し、同意を得るものとします。 

 

（福祉事業部への苦情・相談窓口） 

第 10条 

  1．福祉事業部への苦情及び相談の連絡先は、次の通りとする。 

     連 絡 先  鳥取医療器株式会社 福祉事業部 

    住  所  鳥取県鳥取市西品治８１５番地８ 

電話番号  0857-23-1741    ショールーム 0857-29-2943 

担  当  樽谷 洋祐 

   

2．外部の苦情及び相談窓口 

    〇鳥取県国民健康保険団体連合会（介護保険室） 

               TEL：0857-20-2100  FAX：0857-29-6115 

    〇鳥取県社会福祉協議会（鳥取県福祉サービス運営適正委員会） 

               TEL：0857-59-6335  FAX：0857-59-6340 

    〇鳥取市福祉部長寿社会課 

               TEL：0857-30-8212  FAX：0857-20-3906 

 

（福祉用具専門相談員の禁止行為） 

第 11条 

福祉用具専門相談員はサービスの提供にあたって、次の行為をしてはならない。 



1． 医療行為 

2． 利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類等の預かり 

3． 利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 

4． 利用者の日常生活の範囲を超えたサービス提供（大掃除、庭掃除など） 

5． 利用者の居宅での飲酒、喫煙 

6． 身体拘束、その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や

身体を保護するため緊急時や、やむを得ない場合を除く） 

7． その他利用者又は家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その他

迷惑行為 

 

（虐待の防止のための取組について） 

第 12条 

  1．虐待防止に関する責任者は、以下の者を選定しています。 

  虐待防止に関する責任者 樽谷 洋祐 

  2．虐待防止のための指針を整備するとともに、虐待の防止のための対策を行う検

討委員会従業者に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を定期的に開催

する。 

  3．虐待等に関する利用者及びその家族からの虐待等に関する相談を対応するとと

もに、虐待等が明らかになった場合は速やかに市町村の窓口に通報します。 

 

(その他) 

第 13条 

1． 利用者は福祉用具の通常の利用方法等に従って、ご利用、管理していただきま

すようお願いします。 

2． 事業所は従業者の資質向上を図るため、研修の機会を設けるものとし、また業

務体制を整備します。 

3． 事業所は、運営責任者と主任等で常にサービス内容を検討する定期的な会議を

行ないます。 

4． 従業者に対する贈り物や飲食等のもてなしは、ご遠慮させていただきます。 

5． この説明書に記載した事項のほか、事業所の運営に関する重要事項は、可能な

限り利用者の立場に立つことを原則に、社会福祉法人鳥取市社会福祉協議会と

事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとします。 

6． サービス提供にあたっては、介護保険法並びに厚生労働省令に定められた基準

に基づき行うものとし、改正に伴う重要事項説明書の一部変更は、その都度速

やかに利用者に通知するものとします。 

7． 当事業所におきましては第三者による評価の実施は致しておりません。 

 

以  上 


